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博士論文要約 
戦後のソ連における日本人軍事捕虜 1945 年～1953 年 
小林昭菜 
 
序論 
1945 年 8 月の日ソ戦争でソ連赤軍の捕虜となった日本人将兵に関する歴史的研究は、
2000 年以降、新たな段階へと突入している。その理由の一つは、ソ連のペレストロイカと
グラスノスチの影響を受け公開された公的記録に基づく研究が一つの節目をむかえ、現在
はそれら史的史料の解釈や米ソ冷戦構造からこの歴史をどのように捉えるかといった検証
作業に入っているからである。日本でもようやくソ連の公的史料の収集と分析を積極的に
取り組むようになり、マスコミでも重要史料の存在を報じるようになってきた1。ソ連に戦
後抑留された日本人将兵の諸問題が学術として歴史的に研究され始めたのは、90 年代に入
ってからである。従って、同じく戦後から日ソ(ロ)両国間に残された問題である北方領土
の研究と比較すると相対的にまだ新しいものである。ソ連・ロシアの学術環境は、ペレス
トロイカ期まで、スターリンやソ連体制の産物であるラーゲリ問題を積極的に批判するこ
とは困難で、客観的学術研究自体行われてこなかった。1991 年ゴルバチョフ大統領訪日で
ようやく遺骨収集等の協定が結ばれると、アーキビストが捕虜名簿や関連史料を整理し始
めた。法学者のウラジーミル・ガリツキーは直ぐにそれらの公的記録を利用、捕虜研究者
のパイオニアとなった。日本学研究者エレーナ・ボンダレンコ、アレクセイ・キリチェン
コなどはいち早く公文書館の未刊資料を使い日本人軍事捕虜問題の学術的進展を促した。
その後、ヴィクトル・カルポフ、エレーナ・カタソノワといった研究者が現れ、特にカタ
ソノワは米ソ冷戦を再検討する手段として日本人軍事捕虜問題を取り上げたため、日本人
軍事捕虜の研究に初めて米ソ対立という新しい視点が加えられた。他方、日本で初めて日
本人軍事捕虜、いわゆる「シベリア抑留」問題を研究したのは若槻泰雄で、当時はソ連側
の史料を利用できない状況下にあったが、『シベリア捕虜収容所上・下2』(1979)において
ソ連政府の捕虜政策や収容所生活実態を丹念に検証した。その他、ソ連における日本人捕
虜の生活体験を記録する会(以下「記録する会」)という、抑留を経験した高橋大造、藤田
勇ら 9 人で完成させた『捕虜体験記全 8 巻』などもある。民間の研究者長勢了治による
『シベリア抑留全史』(2013)は、公文書史料の原本を扱っていないものの、出版されてい
るロシア語の先行研究や史料集を読み解き、回想記と並行しながら抑留の実態解明を行な
っている。同氏の研究は先行研究史の大きな前進と言える3。 
しかしながら、上記先行研究には課題がある。ソ連政府の外国人軍事捕虜政策全体の中
                                                   
1「シベリア抑留新資料」『読売新聞』2015 年 1 月 4 日、1 面。 
2 若槻泰雄『シベリア捕虜収容所 ソ連と日本人 上下』サイマル出版会、1979 年 
3 小林昭菜「長勢了治『シベリア抑留全史』の紹介と今後の抑留研究における課題」法政
大学大学院政治学研究科政治学専攻委員会『政治をめぐって』第 33 号、67-75 頁、
2014 年。 
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で日本人捕虜がどのような役割を担ったのかが明らかになっていないことである。まず、
国内の「シベリア抑留」研究史では、ロシア語の公的史料原本を使った実態解明と検証が
全くなされていないだけでなく、ロシア側の先行研究で 2000 年以降見られているような
米ソ冷戦構造を踏まえた考察がなく、スターリニズム及び日ロ間の問題として日本人軍事
捕虜の抑留が扱われている。第二にロシアでは、ガリツキー以降中央、地方の公的史料か
らの実態解明がなされてきたが、カタソノワ論文の段階でソ連外交史から日本人軍事捕虜
は「政治的人質」であったとの解釈がなされ、この問題を冷戦史から検討する必要性が提
示されたものの、米占領軍の史料は利用されていなかった。つまり、カタソノワ論は、米
国や占領軍が日本人軍事捕虜を抑留するソ連に対し、どのような脅威を抱いていたのか、
といった視点が欠けていた。以上、本論文は、このような視座に立ち、ソ連に抑留された
日本人軍事捕虜を米ソ両国がどのように利用し、どのように米ソ情報戦が展開していった
のかを明らかにしたものである。 
本論文で扱った史料は、ロシアと米国の公的史料である。ロシア公文書史料は、モスク
ワのロシア国立公文書館4、ロシア外交政策公文書館5、ロシア国立社会政治史文書館6、ロ
シア国立軍事公文書館7、ロシア国防省中央公文書館8の史料を用いた。国立文書館には帰
還事業の全権委員に関する史料、軍事捕虜ラーゲリを管理した内務省指令訓令書等が収蔵
されている。外交政策公文書館は帰還交渉や日ソ交渉に係わる外交史料を保存しているが
機密解除はまだ十分ではない。国立社会政治史文書館はソ連共産党中央委員会会議議事録
等、共産党関係史料が保存されている。国立軍事公文書館には、ソ連内務省及び地方・州
支部の軍事捕虜に関する報告書等が収蔵されている。国防省中央公文書館は、関東軍から
接収した史料、ソ連極東各方面軍の史料等が保存されているが、機密解除は進んでおら
ず、現在も外国人の利用が認められるケースは殆どない。しかし、本稿は筆者が直接入手
した同文書館史料の一部を利用した。米公文書史料に関しては、メリーランド州カレッジ
パークにある米国立公文書館新館の文書、陸軍参謀本部文書(RG319)、米空軍情報局文書
(RG341)、個人監視ファイル(IRR Personal Files)を扱った。 
  
                                                   
4 Государственный архив Российской Федераций. (以下 ГА РФ) 
5 Архив внешней политики Российской Федераций. (以下 АВП РФ) 
6 Российский государственный архив социально-политической истории.  
7 Российский Государственный военный архив.  
8 Центральный архив Министерства обороны Российской Федераций.  
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第 1 章 大日本帝国の敗北と関東軍将兵の抑留 
第 1 章では、そもそもなぜ関東軍兵士将校がソ連へ移送されたのかという最も基本的な
疑問を検証するため、日本人軍事捕虜抑留決定の背景を考察した。ソ連が関東軍9将兵移送
を計画した時期である 1945 年 8 月 23 日前後の出来事をソ連内務人民委員部（46 年より内
務省）史料から考察した。第二次世界大戦において、2,700 万人ともいわれる連合国の中で
最も多くの民間人・兵士の犠牲者を出したソ連は、戦後の最優先事項として国内の経済復興
を目指した。独ソ戦争後、ドイツ人軍事捕虜はその最大の労働力として利用され、ソ連に対
する戦後賠償としての役目を担った。満州、朝鮮半島、サハリンで武装解除した日本人将兵
は、独ソ戦争終了の 3 か月後に、ソ連赤軍の軍事捕虜として移送され、ソ連の経済活動に従
事させられた。しかしながら、日本国軍人は連合国間で合意されたポツダム宣言において、
武装解除後早期に祖国へ帰還することが明記されていた。従って、ソ連の行いは、ポツダム
宣言に違反した行為であった。日本人軍事捕虜は、当時閉鎖都市であったウラジオストクを
除くロシア極東地域のハバロフスク地方、沿海地方に主として配置された。同地域に最も多
くの日本人軍事捕虜を収容したことは、この地域の戦後復興問題だけでなく、米国を意識し
た地政学的な意味も含まれていたと考えられる10。スターリンが極東地域を重要視していた
ことは、1945 年 9 月 2 日の勝利演説（第 2 章第 1 節）でも明らかであり、始まりつつあっ
た米ソ摩擦の影響から、ロシア極東地域の対岸に米軍が占領していた日本列島があったこ
ともソ連は当然意識していたであろう。つまり、ソ連領内で日本に最も近い場所に位置する
極東地域に、対日戦争で確保した大部分の日本人軍事捕虜を移送、労働使役に利用したこと
は、武装解除した満州、朝鮮半島、サハリンから単に移送距離が近いということだけでなく、
この地域の経済的、軍事的強化が米国をけん制する役目を担っていたと考えられる。さらに
言えば、中国の内戦、1950 年に始まる朝鮮戦争においても、ソ連極東は重要な地域となっ
ていった。 
第 1 章の主な目的は、関東軍将兵の移送経緯に関する先行研究批判とロシア公文書史料
から明らかとなった新事実による再解釈であった。第１節では、ソ連の対日参戦から停戦
までの出来事を時系列的に考察、長らく謎に包まれていて日ソ戦争の停戦会談内容をロシ
ア公文書史料から検証し、戦後は抑留を巡る密約説があったという憶測を否定した（大本
営参謀の瀬島隆三の密約説の否定。筆者は山田乙三ら大本営側とソ連極東総司令官アレク
サンドル・ワシレフスキー(Александр Михайлович Василевский)11とがジャリコーワ
で行った停戦会談の記録史料の原本をロシア国立国防省文書館にて確認することができた
                                                   
9 中国東北地方に駐留した日本の陸軍部隊。1938 年～39 年にソ連軍と張鼓峰事件、ノモ
ンハン事件など局地戦争を行い敗北。1941 年独ソ戦開始に伴い関特演を実施し 70 万人
に大増員したが、1945 年 8 月 9 日のソ連軍の進攻により敗退した。『日本史辞典』岩波
書店、1999 年、1278 頁。 
10 Карпов. В. В. Пленники Сталина. Сибирское интернирование японской 
армии.1945─1956гг. Киев-Львов, 1997.с. 43. 
11 1895 年生まれ、ソ連軍司令官、元帥。 
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ため。） 
第 2 節は、本章のサブプロットであるが、しかしながら本テーマにおいては看過するこ
とのできない、日本人軍事捕虜数について明らかにした。日本人軍事捕虜数に関しては日
ロ両国においてこれまで諸説あり、57 万人（厚生省引き揚げ援護局『引揚げと援護三十年
の歩み』）、59 万人（ソ連『プラヴダ』紙 1945 年 9 月 12 日）、60 万人（若槻泰雄
1979）、64 万人（カルポフ 1997）、70 万人（長勢了治 2013）などがある。しかし筆者が
発見した 1945 年 12 月 8 日付の秘密報告書では、軍事捕虜総数を 646,720 人（第一極東
方面軍 301,658 人、第二極東方面軍 125,207 人、ザバイカル方面軍 219,855 人）と記録、
続けて 18 日の報告書（手書き）では、第一極東方面軍：301,658 人のうち日本人は
286,427 人、第二極東方面軍：125,207 人のうち日本人 119,322 人、ザバイカル方面軍：
219,855 人のうち日本人は 205,488 人との記録さている。報告書の最終版が 12 月 18 日付
であり、当該データを総合するとソ連に移送された日本人軍事捕虜は 611,237 人いたこと
になる。 
第 3 節では関東軍将兵抑留の経緯を、先行研究を批判しながら検証していった。これま
での先行研究では、主に次の 3 つの論点から研究がなされてきた。①「和平交渉の要綱」
をきっかけとする説、②北海道をめぐる米ソの対立を原因とする説、③関東軍側から労務
提供を申し出た、またジャリコーヴォ停戦会談時の密約説である。しかし筆者は上記の説
ではなく、ロシア公文書史料から入手した新しい根拠を提示した。1945 年 8 月 13 日、ラ
ヴレンチー・ベリヤは特別病院に収容されている 70 万人の外国人（ドイツ人を始めとす
る東欧諸国出身者）軍事捕虜をソ連のラーゲリから解放する指令を出していた。このベリ
ヤ指令の段階で、既に大日本帝国の敗北は決定的となっていたはずであるから、ソ連は 50
万人分の扶持方を確保するために、ソ連領内にいる不必要な病人から切り捨てる策を講じ
たと考えられる。つまり、日本人軍事捕虜は、労働に適さないヨーロッパ系の外国人との
代替えとしてソ連に移送、そして満洲から最も近く経済復興が急務である極東・シベリア
の強制労働に従事させられたのである。 
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第 2章 日本人軍事捕虜の移送とラーゲリでの生活 
 ソ連が満州・朝鮮半島にいる関東軍兵士を捕虜にした事実は、45 年 9 月 12 日の『プラヴ
ダ』新聞によって既に世界に発信された。ポツダム宣言に反して日本人軍事捕虜を帰還させ
ないソ連の行動は、米国が公の場で批判する口実を作った。日本ではソ連に軍事捕虜として
抑留された肉親や友人の消息や安否を心配する人々が日本政府や GHQ へ嘆願書を送り、外
交関係がない在日ソ連公使館前でデモを行ったりした。ソ連は移送した軍事捕虜の正しい
数字を米国や日本に向けて公表してこなかった。その影響もあり、米国が過剰な数字を発表
して反ソ宣伝に利用、日本国内の反ソ感情は勢いよく過熱していった。死亡者に関する情報
も憶測を呼んでいた。46 年末から日本へ帰還し始めた日本人軍事捕虜は、多くの「同胞」
がソ連で命を落としたことを証言した。米国はソ連に死亡した日本人軍事捕虜の情報を提
示するようソ連に求めたが叶わず、中国革命後の 49 年 12 月 21 日には、対日理事会第 102
回会議の中で、ソ連で死亡した日本人の死亡者は 37 万 4,041 人であるという根拠のない数
字を発表した12。 
第 2 章第 1 節では、日本人捕虜の移送過程についてロシア公文書史料より考察した。捕
虜の移送が開始されたのは 1945 年 9 月からとみられ、10 月 4 日の時点で 611,237 人を
100％とした場合、45％の移送が完了、その後 10 月末までの間に残り 143,000 人を移送
し、69％が完了、1945 年 12 月までに捕捉したほとんどがソ連へ移送されたことを明らか
にした。 
第 2 節では、日本人軍事捕虜の抑留 1 年目に大量発生した死亡率の原因とソ連側が講じ
たその対策についてロシア公文書史料から考察した。日本人軍事捕虜は、ソ連に抑留された
最初の 1 年が最も過酷な状況にあり、大量の死亡者が出ていた。この原因は、45 年 9 月か
ら捕虜を十分に収容し維持するだけの準備と設備が整っていなかった極東・シベリアへ、戦
争と敗戦で心身ともに衰弱した日本人軍事捕虜 60 万人以上を一斉に送ったためである。抑
留経験者からは、抑留初年度の冬から 46 年の春までに、全抑留期間中の死亡者総数の約
80％が亡くなったとさえ伝えられるようになっていた。例えば、最も多くの日本人軍事捕虜
が配置されたハバロフスク地方では、1945 年 11 月と 12 月で 2 倍以上死亡者数が増え、同
地方の中でも、コムソモリスク第 18 ラーゲリの死亡率が他のラーゲリに比して最も高かっ
た。しかし死亡率の高さの原因はソ連の管理能力だけでなく、第 18 ラーゲリでは、45 年 9
月 18 日に到着した最初の編隊のほとんどが 2～3 級レベルの栄養失調にかかっていたとい
う事実も公文書史料から報告されていた。このような衰弱した日本人軍事捕虜に対するソ
連政府の対策は、46 年から主に始まったが、衰弱して働けない日本人軍事捕虜を朝鮮半島
へ移送し、その代わりに健康で労働に適した日本人軍事捕虜を朝鮮半島からソ連へ移送し
始めるという驚くべき対策であった。その他、軍事捕虜への予防接種の義務付け、感染性胃
腸炎の発症やその蔓延に対する予防策として水質管理や食事療法などを中央政府は指示し
                                                   
12 Катасонова. Е.Л. Японские военнопленные в СССР: большая игра великих 
держав. ИВРАН.Москва, 2003. с.162-163. 
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たが、ほとんど効果がないか、指示を遂行できるだけの設備が地方の各収容所には整ってい
なかった。特に水の不足やその不衛生は、日本人軍事捕虜を抑留中に悩ませただけでなく、
帰還した後もシベリア・中央アジア地域の風土病と思われる後遺症が残った者がいた。当時
は細部にわたった調査研究が行われる態勢になかったが、抑留中に飲料水や食べ物を通じ
て細菌が体内に入りこみ、体力の衰えと発病をもたらしたと推測されるケースがあったよ
うである。 
第 3 節でソ連政府が日本国内の反ソ宣伝を払しょくする目的の一つとして解禁した捕虜
郵便を扱った。捕虜の取り扱いを定めたジュネーブ条約第 3 条には、捕虜が家族に手紙や
はがきを出し、受ける権利があることが定められていたが、ソ連や日本はこの時まだジュ
ネーブ条約に批准していなかったものの、人道的な観点、そして戦勝国であり連合国の一
員であるソ連が守るべき国際的なルールとして戦争で敵国の捕虜となった者に対し速やか
に家族との通信を認めることは、ソ連の国際的立場を考えれば当然考慮されるべき項目で
あった。しかし、ソ連にいる日本人軍事捕虜に家族との通信が許可されたのは、抑留から
１年以上経過した後の 46 年 10 月ごろであった。その間、46 年の終わりまでには、満州
の残留邦人、南方作業隊、そしてソ連軍管理地域にいた日本人軍事捕虜以外のほとんどす
べての邦人軍人引き揚げが完了していた13。そのためか、46 年の後半以降からソ連軍の捕
虜となった日本人将兵の情報を求める日本国内世論の風はますます高まっていった。手紙
の検閲は、1949 年迄はウラジオストクの郵便局、1950 年以降はハバロフスクの郵便局で
行われた。ソ連指導部は、捕虜郵便はがきを通じてソ連にいる日本人軍事捕虜のソ連側に
とって不利になる「不必要」な情報を外部に知られたくなかった。既に抑留から 1 年以上
が経過し、多くの軍事捕虜が死亡していたが、はがきには死亡者名や死亡者数、衰弱者名
や病院名、労働作業内容、そして今いるラーゲリの所在地さえも書くことを禁止した。そ
して、全ての捕虜郵便はがきはウラジオストク郵便局の検閲課を通過し、検閲済みのスタ
ンプを押されたものだけが、家族や縁者のもとに届けられることとなった。 
米国は、捕虜郵便はがきのやり取りが開始されてすぐ、届いたはがきを検閲した。例え
ば、46 年 12 月に調査した 13 通のはがきのうち、ソ連は素晴らしい国/ロシア人は親切と
書いた者が 6 人、友の会/『日本新聞』/ソ連の教化について書いた者が 4 人、日本で新し
い国を建設すると書いた者が 3 人、ソ連で何不自由なく生活していると書いた者が 2 人、
労働が楽しいと書いた者が 1 人いた。シミズコジロウは、『日本新聞』がラーゲリで配布
されていることや「友の会」を創設したこと、タカダヒサオは、ソ連で手厚い保護のもと
生活しラーゲリでは捕虜のように扱われていないこと、マツダヒデキチは、ソ連の政治体
制は非常に良く政治運動を始めたが啓蒙活動は難しい課題だと書いていた。全てのはがき
はウラジオストク郵便局から発送されていたが、私書箱が全て異なっていた。米当局は、
はがきに書かれた私書箱の番号が収容先のラーゲリ番号であると理解14、彼らが現在配置
                                                   
13 引揚げ援護局『引揚げ援護の記録』1950 年、28 頁。 
14 例えば、ウラジオストク中央郵便局私書箱 17、ウラジオストク中央郵便局私書箱 17-
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されている場所を調査、宛名に書かれた日本にいる家族や友人と思われる人物の名や住所
をも記録した15。ロシア公文書史料には、軍事捕虜にラーゲリを特定できるような記述を
禁止したと書かれていたが、ラーゲリ番号は 46 年 12 月から帰還が始まったことを受けれ
ば帰還者が証言し得ることであり、ソ連当局自身が返信用の宛先にラーゲリと同じ私書箱
番号を設けるという単純で工夫のない方法を用いたことは、米国に対して情報を覆い隠し
ておきたいソ連にとって大きなミスであった。 
外務省の調査記録によると、46 年から 50 年 9 月までに日本へ到着した日本人軍事捕虜
からの郵便はがきは、合計 1,153,968 通とされている16。『読売新聞』は 46 年 12 月 3 日、
ソ連からはがき 8 万通が届いたと報じた17。一番郵便はがきの到着数が多かったのは 47 年
で、4 月 10 日付 244,563 通、5 月 7 日付 24,400 通、6 月 12 日付 10,000 通、7 月 3 日付
16,000 通が日本へ送られた18。米占領軍は、当時日本国民を監視下におき、その思想と情報
を統制し、彼らから情報を取集するために郵便物の検閲を行っていた。その中でソ連から送
られてくる郵便はがきは、ソ連が米国による対日占領政策をどのように説明しているのか、
ソ連による思想教育がどの程度軍事捕虜に定着しているのか、反米親ソ勢力の活動家は誰
なのか、といった情報をもたらすものであった。従って、郵便はがきにソ連を賛美し、日本
の状況を否定的に述べたり、アクチブであると推測されるような内容を郵便はがきに書い
たりした人物は、要注意リストに加えられていたことは想像に難くない19。日本人軍事捕虜
の郵便はがきの情報がどのように米国の占領政策に活用されたのかは現在明らかとなって
いないが、米空軍の調査「プロジェクト・リンガー20」において、ソ連からの帰還者に対し、
徹底して郵便はがきの検閲有無やはがきの実際の送受信数を調査していたことは留意すべ
き点である。 
  
                                                   
5、といったように書かれている。 
15 Civil censorship detachment, APO500, Box106, RG319, NACP.  
16 内藤陽介、前掲論、68 頁。 
17 『読売新聞』1946 年 12 月 3 日、朝刊、2 面。 
18 АВП РФ, Ф. 046, Оп. 31, папка. 289а, д. 16, л. 83, 88. 
19 内藤陽介、前掲論、77-78 頁。 
20 同プロジェクトの詳細ついては第 4 章を参照されたい。 
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第 3章 日本人軍事捕虜の「ソビエト化」 
ソ連は日本人軍事捕虜をソ連経済復興の労働力として利用すると同時に、彼らを「再教育」
し親ソ的な思想に「改造」、巨大な「第 5 列21」として米国が占領する日本へ送り返そうと
した22。日本人軍事捕虜はソ連の社会主義・共産主義宣伝の「集中砲火」を受け、多くの捕
虜の間にはもはや戦時中の軍国主義者の姿は見えなくなっていた。西側諸国との間に「鉄の
カーテン」が下ろされて以降、ソ連にいる外国人軍事捕虜に対する教化の意義はますます高
まった。日本人軍事捕虜をソ連はできるだけ長い間、自国の領内に留め置こうとした。そう
することで、戦争で損害を受け疲弊したソ連経済を再建する労働力を確保すると同時に、社
会主義・共産主義を理解する勤勉で勤労な軍事捕虜を養成しようとした。さらにソ連は、捕
虜が祖国に帰還してからも、ソ連型の社会モデルを宣伝、拡大することを期待した。 
第 3 章は、日本人軍事捕虜に対する教化が始まった 45 年 9 月からほとんどの軍事捕虜が
帰還とプロパガンダ用の『日本新聞』の発行が終了した 49 年 12 月までを考察対象として
いる(50 年以降も継続して抑留された者たちは、ソ連側の解釈では「戦犯」とされており、
一般の軍事捕虜とは扱いが異なっている)。第 1 節では、ソ連が教化に利用した『日本新聞』
を題材に、日本人軍事捕虜がソ連の収容所で共産主義・社会主義を教育され「ソビエト化」
していった様子を検証した。日本人軍事捕虜を教化することは、最初大きな困難を伴った。
ラーゲリには、日本人特有の国民性や日本の伝統や慣習を理解する者がほとんどいなく、そ
の上日本語通訳経験者が圧倒的に不足していたため、全てに言語の壁が付きまとっていた。
しかし、左翼的な思想を持つ者や活字に飢えていた者が徐々に『日本新聞』を手に取り読み
始めていった。そこから段々と新聞記事について雑談し合う場面が見られたり、新聞を読み
討論する会が作られたりと、少しずつ輪が広がっていったようだ。大きな転機が訪れたのは
46 年 4 月 4 日に『日本新聞』が「民主運動」を大々的に宣伝して以降であった。ソ連政治
部は旧日本軍の体制が維持されたままではソ連の政治教育の進行が妨害されると考えてい
たため、これを打倒するために下級兵士らを「反軍闘争」(「民主運動」)へ駆り立てていっ
た。 
第 2ではソ連の教化が日本人軍事捕虜の収容所に拡大し展開していった様子を考察した。
一方では、反動と呼ばれたソ連や共産主義に共鳴しない軍事捕虜たちの小さな抵抗もあっ
たが、祖国帰還者選抜リストに反動的な軍事捕虜を除く指示を出し、軍国主義者をラーゲリ
内から炙り出し隔離していった。『日本新聞』では、ラーゲリ内の出来事やソ連の国内事情
のみを記事で扱っていたわけではなく、当時の国際事情や情勢をソ連の見方で報じてもい
た。チャーチルが「鉄のカーテン」演説を行った後、『日本新聞』は「民主運動」の開始や、
ソ連の社会主義、ソ連経済の 5 か年計画の素晴らしさを宣伝する記事を掲載、「トルーマン・
ドクトリン」や「マーシャル・プラン」の発表後は、米国が欧州に干渉することを批判、「マ
ーシャル・プラン」が日本の産業復興を阻害し、日本経済を米国が独占することを阻止しな
                                                   
21 敵対勢力の内部に紛れ込んで、諜報活動を行う部隊の工作員。 
22 Катасонова Е.Л. Японские военнопленные в СССР. с. 57. 
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ければならないと説き23、頻繁に反米宣伝記事を発表していった。 
第 3 節では、日本人軍事捕虜の「自主性」を「尊重」した「反ファシスト委員会」創設以
降のソ連の教化活動を考察した。『日本新聞』では、日本共産党に関する記事が 47 年ごろか
ら目立ちはじめ、48 年には帰還者が日本共産党へ入党し、国内の反動主義者と闘っている
という記事がたびたび掲載された。生産ノルマ超過運動もソ連の教化の一つであった。「労
働者の国ソ連」を見習い、サボり、仮病などで労働免除を請う同胞を反動家とみなし、軍事
捕虜全員に自主的な労働へと駆り立てるための運動であった。49 年 5 月 26『日本しんぶ
ん』は、「「平塚運動」の全地方的展開へ」という記事を掲載、コムソモリスクの作業隊平塚
分隊が遂行した月間作業率 200％アップを大々的に「平塚運動」として紹介した24。これは、
「スタハーノフ運動25」の日本人軍事捕虜版であった。捕虜の間ではノルマを超過遂行した
者は早めに帰還できるなどのうわさが飛びまわった。「民主運動」は労働を奨励し、」労働を
サボル者はもとより、労働能率の低い者は、“民主主義精神”の不足している者、あるいは
反ソ的ということで吊るし上げの対象になった26。運動は、「反ファシスト委員会」が指導
を取りノルマ競争を組織していった。また、スターリンへ在ソ 4 年間の感謝を感謝状とし
て贈ることを決議した出来事がハバロフスクで発生したことも、ソ連の教化がもたらした
影響であったと言える。 
第 4 節は、日本人と時期が異なるものの、ドイツ人軍事捕虜の「反ファシスト活動」につ
いて付した。これは、日本人軍事捕虜の間の教化との類似点や相違点とを明確にすることで、
ソ連当局の外国人軍事捕虜に対する教化をより詳細に説明する補足資料になりうると考え
たためである。ドイツでは既に独ソ戦前からドイツ共産党を中心とした反戦、ヒトラー打倒
を掲げる「反ファシズム抵抗闘争」が存在していた。そのため、日本人軍事捕虜のように、
敗戦後反軍闘争が生まれたケースとは異なっている。41 年～42 年の間にドイツでは 3 つの
主要な反ファシズム抵抗グループが存在していた。ドイツ人軍事捕虜の「反ファシスト活動」
をまとめると、最初の段階は、独ソ戦争開始に伴い反ヒトラーのプロパガンダ活動が行われ
た時期、第二段階は、スターリングラード（現ヴォルゴグラード）近郊での戦いによりソ連
軍が勝利した 43 年以降、国民委員会「自由ドイツ」が亡命したドイツ共産党員のイニシア
チブによりソ連当局の指導のもと創設され、「反ファシスト運動」が広がりを見せる時期、
第三段階は、「民主」的新ドイツ建設と帝国主義陣営との闘争をスローガンとして進行した
ドイツ国防軍敗北後の「反ファシスト運動」、そして「反ファシスト委員会」が創設された
時期の三段階に大別できる。 
  
                                                   
23『復刻・日本新聞Ⅱ』朝日新聞社、473 頁。 
24『復刻日本新聞Ⅲ』朝日新聞社、528 頁。 
25 1935 年にドンバス炭砿でアレクセイ・スタハーノフが 1 日の平均ノルマを 14 倍上回る
成果を出したことが由来。 
26 若槻泰雄、前掲書(上)、202 頁。 
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第 4章 米国からみたソ連の日本人軍事捕虜 
第 4 章で扱った史料は、米メリーランド州カレッジパークにある国立公文書館新館の史
料「プロジェクト・スティッチ(縫い物作戦)」と「プロジェクト・リンガー(絞り作戦)」で
ある。これらの史料は、日本人軍事捕虜問題を研究してきた日ロの先行研究で扱われた事例
がなく、これまでジャーナリストによる発表は一部あった27ものの、抑留問題を考察する研
究論文で扱われてこなかった。本論文でこれらの史料を扱う理由の一つは、この日ロの先行
研究批判が基となっている。これまで日ロの先行研究は、抑留回想記やロシア公文書史料の
みに依拠し、米公文書史料を注視してこなかった。しかし、米国は戦後日本を占領した連合
国の一つであり、帰還を始めとする日本人軍事捕虜・抑留者の諸問題にも係わっていた。従
って、ソ連の抑留実態やその全体像を冷戦期、系統的に分析していたことは何ら不思議なこ
とではなかった。 
第 1 節では、「スティッチ作戦」を扱った。同作戦は 46 年～49 年の間に帰還した日本人
軍事捕虜を対象に調査した結果を分析した史料である。米占領軍にとって最も深刻な問題
は、米国の占領政策を阻害するような行動をソ連からの帰還者が取るのかどうかといった
ことであった。例えば、米陸軍の史料スティッチでは、捕虜の思想調査を目的に、ソ連の軍
事捕虜ラーゲリの配置図、システム、職員、ラーゲリ内で発生した様々な出来事、各ラーゲ
リの政治将校の名前、階級、家族構成、身体的特徴、ラーゲリ内に設置された共産主義的な
組織名やグループ名(友の会など)及びそれらの活動内容、共産主義学校での訓練内容、そし
て一部アクチブの名前、収容場所、帰還日、帰還船名を調査していた。スティッチ史料は、
47 年、48 年、49 年の帰還者の思想状況を次のように分析している。47 年は、共産主義や
ソ連体制に対して中立的な態度で、共産党の転向者の数は少なく、しかし 47 年後半にかけ
て徐々に反共者が減り、共産主義擁護者の勢いが増したという。48 年は、前半に右翼、左
翼、中立の立場の者がそれぞれ帰還したが、後半には多くの帰還者が共産主義に深く染まり、
特に 11 月はピークに達していたと書いている。49 年は、反米感情が強く、帰還者の暴力的
な活動が極端に目立った年28であり、一般市民に対する態度も非常に冷淡で、大声で共産主
                                                   
27 名越建郎「GHQ 全土でソ連スパイ狩り」、時事解説、2001 年 10 月 9 日。名越は「プ
ロジェクト・スティッチ」について言及している。 
28 日本外交史料館の史料によると、「京都事件」以降に発生した事件は次の通りである。 
6 月 30 日永徳丸入港：京都駅にて検挙された労組員の釈放を要求、上野到着者は日比谷
公会堂、国鉄労組、共産党本部、引揚援護庁、首相官舎へいき要求を提出。７月 20 日
大都丸入港：復員業務拒否のため 21 日に上陸を延期。7 月 25 日信洋丸入港：復員業務
拒否。パンに虫がいたとして船長他 3 名を吊し上げた。警察官が介入し公務執行妨害で
全員逮捕。8 月 2 日高砂丸入港：パンにカビが生えていたとして船長、事務長、復員官
を吊し上げ、誓約要求。外交文書史料館、ソ連地区邦人引揚各地状況ソ連本土の部第 2
巻、k-7-1-2-2-1。 
日本政府は外国から帰還した日本人に、政令 300 号を発布、到着者の同行を家族だけに
制限し、移動中に行う盛大な祝宴を規制、イデオロギー的な働きかけやプレッシャーを
与えることを禁じた。Катасонова. Е. Л. Японские Военнопленные в СССР. с. 180-
181. 
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義歌を歌い、他の帰還者を扇動したと分析、この扇動活動のピークは 49 年 6 月 4 日の「京
都事件」に表れていると記している。日の丸を片手に 12 月に帰還を果たしたグループも『朝
日新聞』を基に記録していた29。 
第 2 節では、1948 年の「赤化」帰還者のピーク期を考察した。米公文書史料の考察の結
果、興味深いことに、ソ連の教化、いわゆるソ連型の社会主義・共産主義のシンパと思われ
る者は、「赤化」ピーク期においても全体的にそれほど多くなかったことが分かった。例え
ば、共産主義やソ連の社会構造にポジティブな印象を持つ者は、イズベストコーワヤやチタ
で 46％というデータが出ているものの、どのラーゲリにも半数以上はいないという結果が
出ていた。政治教育の中心地であったハバロフスクでは、共産主義とソ連の両方にポジティ
ブな印象を持つ者が 34％であったが、それと近い比率で 29％が共産主義にもソ連にもネガ
ティブな印象を持っていた。他方、舞鶴に着港した船別に集計した思想調査結果の中からソ
連派と反ソ連派の特に顕著な例を見ると、48年 11月 1日に到着した英彦丸には 62.6％が、
11 月 2 日の高砂丸には 55.2％、12 月 3 日の永徳丸には 48.6％がソ連と共産主義両方にネ
ガティブな印象を持つ者が乗船していた。反対に、11 月 18 日の朝嵐丸には 44.8/％、11 月
26 日の信洋丸には 57.3％、11 月 24 日の信濃丸には 43.6％が共産主義とソ連の社会構造両
方にポジティブな印象を持つ者が乗船していた30。親ソ的な者の割合は一番多い時で 57％
であり、反ソ反共者の多かった時の 60％を越えることはなく、他の船においても 45％を下
回っていた。 
第 3 節では、米 CIC がナホトカ港での政治教育をどのように分析していたのかについて
考察した。ナホトカ港は、日本人軍事捕虜がソ連各地のラーゲリから移送され帰還を待つた
めの 6,000 人を収容するトランジット用ラーゲリがあり31、帰還が始められて間もなくする
と、政治教育の指導センターの一つとしても機能していき、ソ連の政治教育の総仕上げを行
う最終地点となった32。「民主運動」の常軌を逸した「吊るし上げ」や「人民裁判」が見られ
たのもナホトカであった。ソ連当局はナホトカで、ソ連の協力者となった日本人軍事捕虜を
使い、帰還を待つ捕虜の中から「民主化」された者とそうでない者とをふるいにかける最終
選抜を行った。祖国の地を踏むまであと一歩のところまできても、行動が「民主」的でなけ
れば反動とみなされ、すぐさま再びソ連領内のどこかのラーゲリへ逆送されたりした。この
ように、ナホトカ港のトランジットラーゲリでは、日本人軍事捕虜に祖国帰還を許可する代
わりに、講習会、集会、討論会への参加を「強制」させ、赤旗やインターナショナルを歌わ
せる行為が日常的に繰り広げられていた。米 CIC がソ連の教化を徹底して精査していた様
子がうかがえる。 
第 4 節では、ソ連のラーゲリで何らかのスパイ契約を交わし帰還した日本人軍事捕虜を
                                                   
29 “Project Stitch”, op, cit. 
30 “Repatriation of Japanese Prisoners of War.” op.cit. pp. 171-176. 
31 Гаврилов. В.А, Катасонова. Е.Л. Японские военнопленные в СССР 1945-1956. с. 
384. 
32 “Repatriation of Japanese Prisoners of War.” op.cit. p.130. 
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調査した米側のレポートを検証、考察した。米 CIC が見つけ出したかったのは、単に教化
をうけ赤化して帰還した者ではなく、ソ連当局から直接何らかの任務を与えられ帰還した
者であった。スティッチ作戦の報告によると、47 年ごろからソ連の協力者やスパイと疑わ
れた者が、帰還した日本人軍事捕虜の証言に基づき徐々に明らかにされたとあるが、スパイ
であるかどうかを一般の軍事捕虜が見定めることができたのかどうか疑わしく、CIC はお
そらく「民主運動」のリーダーや講師をターゲットに絞っていたと思われる。つまり、「民
主運動」指導者、アクチブ、通訳、旧特務機関・諜報機関担当者、『日本新聞』社スタッフ
などであった。特に第 4 節では、米側の史料、CIC 作成の個人監視ファイル(IRR Personal 
Files)に基づき、ソ連のスパイとして名を挙げられていた志位正二、種村佐孝、朝枝繁春、
秦彦三郎、板垣正ら元大本営参謀のレポートを検証した。 
第 5 節では、米空軍の史料リンガーを扱った。「リンガー作戦」は、主としてソ連の地誌情
報であるラーゲリの配置図、ラーゲリ周辺地図に始まり、ソ連経済事情、ソ連の核開発事情、
捕虜労働作業内容、対ソ感情などを調査していた。彼らもまた、CIC と同様に帰還者各人を
尋問し、集めた情報を 1951 年にまとめている。米空軍の情報収集目的は思想に関係するこ
とではなかったため、意外な答えが「社会的心理的情報」に集約されていた。そのため、第
5 節では「リンガー作戦」のアンケート「社会的心理的情報」結果を考察、分析した。例え
ば、「リンガー調書」では、軍事捕虜の性生活に関する証言が頻繁に登場した。例えば、ウ
シヤマヨシトモ(1912 年長野県生まれ)は、多くの日本人軍事捕虜がロシア人女性と性的な
関係を持っていたと証言している。ある捕虜は逃亡後、2 人の女性の世話になり、捕捉され
るまでしばらく生活を共にしていたという33。ソ連の核開発に関する質問がなされていたこ
とも、リンガー史料の特徴である。ソ連は 1949 年 8 月にカザフスタンのセミパラチンスク
での核実験を成功させたが34、それに関して、「リンガー調書」では、次のような証言が記録
されていた。ツタオカカズヨシは、イルクーツクで 49 年 5 月、ロシア人からソ連が核爆弾
を持っていること、爆弾はタイシェットの周辺の核爆弾工場で製造されたと聞いた35。ヤス
ダセイオ(1911 年埼玉県生まれ)は、『日本新聞』でソ連の核爆弾に関する記事を読んだと証
言した36。 
米国にとってソ連から帰還してきた日本人軍事捕虜は、閉鎖的なソ連の情報を知る最大
で最強の集団であった。米国は執拗にソ連で起こったこと、見たこと、感じたことを全て彼
らから聞き出そうとした。ソ連の情報は、冷戦期の日本における反ソバッシングの重要な材
料となった。米国は彼らから知り得た情報を過剰に報じた。米国は日本において、49 年 11
月 12 日の時点で、ソ連には未だ 40 万人の日本人が抑留されていると報じた37。しかし、実
際ソ連には 49 年 12 月 19 日の時点で 7,153 人の有罪を宣告された日本人軍事捕虜が残さ
                                                   
33 “Wringer Reports”, Ibid. Box 28. 
34 下斗米伸夫『アジア冷戦史』、2004 年、中央公論新社、28-29 頁。 
35 “Wringer Reports”, Ibid. Box27. 
36 “Wringer Reports”, Ibid. Box32. 
37 ГА РФ. Ф. 4459. оп. 27, д. 9259, л. 78. 
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れていただけだった38。ところが、米国は再び、50 年 3 月にも「ソ連に残された捕虜は、
30 万人である」と発表したのである39。日本人軍事捕虜抑留問題以外のソ連情報も批判的
に発信した。「ソ連共産党は、モスクワ、北京から垂直につながる北海道北部を「民族革命
計画」を展開する地として選んだ」とか、「極東における日米統一戦線に不利になるように、
共産主義に洗脳された日本人軍事捕虜の部隊を北海道に送る可能性がある」などと報じて
いた40。 
  
                                                   
38 ГА РФ. Ф. 9401. оп. 2, д. 236, л. 320. 
39 Катасонова. Е.Л. Японские военнопленные в СССР. c. 192. 
40 Там, же. с. 201. 
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結語 
本論文は 1945 年からスターリンが死亡する 1953 年までを研究対象に、ソ連赤軍により
捕捉された日本人軍事捕虜のソ連移送、配置、収容とその生活実態について、米ソ冷戦構造
を意識しながら考察してきた。しかし一部の日本人軍事捕虜のソ連抑留は、1956 年の日ソ
共同宣言まで継続されており、結語では、彼らの多くが収容されていたハバロフスク収容所
におけるハンガーストライキの様子も紹介したが、フルシチョフ期以降のラーゲリ内の実
態やその政策の変化については今後の課題としたい。 
戦後の日本におけるイデオロギー論争の基礎を作ったとも言えるソ連からの帰還者は、
米国的な「民主化」とソ連的な「民主化」を目指す「闘い」の真正面に立たされていた。ソ
連の日本人軍事捕虜が米ソ冷戦構造の中でどのように翻弄されてきたのかは、むしろソ連
の教化の最中にいるときよりも、帰還した後の方がより鮮明に表れたと言える。米国は、帰
還者から得た情報を反ソ宣伝に利用、日本社会はその情報を信じて米国に益々肩入れして
行った。バーンズは、ノース・カロライナ州で 1947 年 11 月、「現在ソ連には 828,000 人の
日本人捕虜がいる41」と演説し、日本人を驚かせた。今日冷静な目で検討すれば明らかに分
かるようなことも、当時は曇った眼で見ていた。 
本論文では、ロシア語公文書史料においてソ連が成功したとみなしていた日本人軍事捕
虜の「ソビエト化」（教化）が、米占領軍の尋問調査史料により中身と実態が伴っていなか
ったこと、「偽装共産主義者」が多数出たこと、米国が占領政策を阻害する脅威と認識し警
戒していたソ連からの帰還者のポテンシャルは、予想を下回っていたことを明らかにした。
しかしながら、ソ連における日本人軍事捕虜問題は、まだ完全に解明されていない。本論文
では、日本人軍事捕虜を利用する米ソ情報戦の視点から、抑留問題にアプローチしたが、日
ソの外交史からの考察不足、また、ソ連全土の外国人軍事捕虜政策から見た日本人の位置づ
けがまだ明確になっていない。加えて、1950 年～56 年までに抑留された「長期抑留者」の
問題をカバーできなかった。今後は、ソ連史の個々の側面を映し出す帰還者の記録、ソ連政
府の公的記録、そして米国の公的記録を基に、更に研究を前進させていきたい。 
                                                   
41『朝日新聞』1947 年 11 月 7 日、朝刊、1 面。 
